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訓 令

北海道訓令第１１号

本 庁
出 先 機 関

北海道文書管理規程の一部を改正する訓令を次のように定める。
平成２２年３月３１日

北海道知事 高 橋 はるみ
北海道文書管理規程の一部を改正する訓令

北海道文書管理規程（平成１０年北海道訓令第７号）の一部を次のように改正する。
第１１条中「又は課」を「、課内室長（北海道事務決裁規程（昭和４１年北海道訓令第３号）
第２条第１３号の課内室長をいう。）、担当課長（本庁の課に置かれた担当課長、参事（医療
参事を含む。）及び上席普及指導員をいう。）又は課」に、「（昭和４１年北海道訓令第３
号）第２条第３号」を「第２条第３号」に、「北海道事務決裁規程第２条第１５号」を「本
庁」に改める。
別表の付表中「行政改革局（行政改革課、職員事務センター及び試験研究機関改革推進室
を除く。）」を「大学法人運営支援室」に、「行 法」を「大 法」に、「行政改革局
職員事務センター」を「行政改革局法人団体課」に、「職 員」を「法 人」に、「行
政改革局試験研究機関改革推進室」を「行政改革局職員事務センター」に、「試 改」を
「職 員」に、「危機対策局防災消防課」を「危機対策局危機対策課」に、「防 災」
を「危 対」に、
「
新幹線・交通企画局交通企画課
新幹線・交通企画局空港活性化推進室

交 企
空 活

」
を

「
科学ＩＴ振興局総合研究機構運営支援室 総 研 支

新幹線・交通企画局（地域交通課及び新幹線対策室を除
く。）
新幹線・交通企画局地域交通課

新 交

地 交
」

に、

「
地域づくり支援局
地域行政局（市町村課及び統計課を除く。）

地 支
地 行

」
を

「
地域づくり支援局 地 支

」
に、「環境

局環境政策課」を「アイヌ政策推進室」に、「環 政」を「ア 政」に、「環境局環境
保全課」を「環境局環境推進課」に、「環 保」を「環 境」に、
「
生活局くらし安全課 く ら し

」
を

「
環境局地球温暖化対策室
くらし安全局くらし安全推進課
くらし安全局消費者安全課

温 対
安 推
消 安

」

に、「生活

局道民活動文化振興課」を「くらし安全局道民活動文化振興課」に、「保健医療局医療政策
薬務課」を「医療政策局医療薬務課」に、「医 政」を「医 薬」に、
「
保健医療局地域医師確保推進室 医 推

」
を

「
医療政策局地域医師確保推進室
医療政策局道立病院室

医 推
道 病

」
に、「保健

医療局健康安全室」を「健康安全局」に、
「
福祉局障がい者保健福祉課
福祉局ねんりんピック推進室
道立病院管理局

障 福
ね ん 推
病 管

」

を

「
福祉局障がい者保健福祉課 障 福

」
に、

「
総務課 経 総

」
を

「
総務課
食関連産業振興室

経 総
食 産

」
に、「産業
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立地推進局産業立地課」を「産業立地・エネルギー局産業立地課」に、「産業立地推進局資

源エネルギー課」を「産業立地・エネルギー局資源エネルギー課」に、

「
建設管理局技術管理課 建 技

」
を

「
建設管理局技術管理課
空港港湾局物流港湾課
空港港湾局空港活性化推進室

建 技
港 湾
空 港

」

に改める。

附 則

この訓令は、平成２２年４月１日から施行する。

毎 週 火 ・ 金 曜 日 発 行毎 週 火 ・ 金 曜 日 発 行 （購読料金（送料とも）は月額３，１９０円） 発 行 北 海 道
編 集 総務部人事局法制文書課
印 刷 富 士 プ リ ン ト 株 式 会 社
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